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1. はじめに 

医薬品の研究開発には 10 年以上の期間と数百から数千億円規模の研究開発費が必要であるが、その

成功確率は 10 年前の約 1/16,000 から約 1/25,000 へと年々低下している[1]。その原因としては、大

規模低分子化合物ライブラリーを用いた創薬手法が広まった点、現在の科学技術で解明可能な創薬タ

ーゲットに対する医薬品が開発され医療現場のアンメットニーズが改善された一方で、未だアンメッ

トニーズが改善されない難解な創薬ターゲットについての研究開発が行われている点、ある程度の売

上規模を計上するために多数の患者がいる疾患をターゲットとし臨床試験が大規模となり、その研究

開発費が多く必要になってくる点、などが挙げられる。研究開発費に関して、製薬業界では新薬開発

コストが年々増えている現状が有名な Moore の法則と逆になることから Eroom の法則と呼ばれること

もある [2]。Eli Lilly のプロジェクト成功確率を算出した論文では、24 プロジェクトに 1 プロジェ

クトが上市に至るとの報告があり、プロジェクト成功には多くのプロジェクトの中止を超えていく必

要がある[3]。 

 
Fig.1 医薬品の開発スキームとその成功確率 ([1][3]より筆者作成) 

また、創薬の成功確率向上のため、製薬企業は最新の科学的知見の応用や新規基盤技術の開発を活発

に実施しているが、そのような基盤技術の開発の中心は創薬ベンチャー企業が担っていることが多い。

近年では創薬モダリティー[4]が多種多様になってきていることもあり、2011〜2016 年の 5 年間におけ

る FDA 承認医薬品発見者の半数以上が創薬ベンチャー企業を起源としているといったデータもあり、

創薬ベンチャー企業の存在感は年々増加している[5,6]。2019 年に FDA で承認された 44 の新薬のうち、

創薬ベンチャー企業を起源とする新薬は 25 であり、引き続きその傾向が続いている。 

  
Fig.2 FDA承認医薬品の起源企業推移 

一方で、それら基盤技術に関して、創薬ベンチャー企業の特許出願動向調査が特許庁を中心として分

析されている[7]。しかし、プラットフォームなどの基盤技術に関する特許出願は可能ではあるが、特

許公開することで技術情報が外部に公開されてしまうため、他社がさらに改良を加えて既存技術が陳
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プログラムが臨床試験まで進んでいる。また、そーせいグループによる買収後もその傾向は継続して

おり、毎年のように新規の製薬企業との共同研究契約を締結している。このことから、Heptares の保

有する基盤技術は、他社にはない独自技術であり、創薬の成功確率向上に寄与するものであると認識

されていることが示唆された。 

 
Fig 4. そーせいグループ (Heptares) 分析結果  

(2018 年は決算期変更のため 2018 年 12月に分析データを記載) 
3.2. ラクオリア創薬 

ラクオリア創薬は 2008 年にファイザーの中央研究所の閉鎖を契機とした EBO により独立したベン

チャー企業で、2011 年に JASDAQ に上場した。ラクオリア創薬の強みは、イオンチャネルを創薬標

的とした「痛み」「消化器疾患」「癌・免疫領域」を対象疾患領域としている点にある。特許出願は総

計 300件以上であり、Family Patent は 74件となっている。また、化合物の物質特許の出願がメイン

であった。一方、外部発表は 22件と 3社のうちで最も少なく、かつその分類は論文投稿よりも学会発

表が多かった。特許出願と論文投稿の数の差から、外部発表よりも特許出願に重点を置いていること

が示唆された。 
また、事業活動としては創業時にファイザーから引き継いだプログラムで複数の臨床試験を実施して

おり、ライセンス契約もそれらのプログラムを元にしていると考えられる。一方、新規の共同研究契

約の数は数年に一度に報告があるが、特に海外大手製薬企業との共同研究やライセンス契約は現在の

ところ報告されていない。 
3.3. カルナバイオサイエンス 

カルナバイオサイエンスは、2003 年に日本オルガノンをスピンオフし設立されたベンチャー企業で、

2008 年に JASDAQ に上場した。自社のキナーゼ技術を活用した医療用医薬品の研究開発を行う創薬

事業とそれらキナーゼタンパク質の製造・販売、各種受託サービスを行う創薬支援事業を行なってい

る。カルナバイオサイエンスの強みは、キナーゼタンパク質を創薬標的とした「がん」「免疫炎症領

域」を対象疾患領域としている点にある。特許出願は総計 93 件であり、Family Patent は 19 件とな

っている。3 社のうちで最も少なく、化合物の物質特許の出願がメインであった。一方、外部発表は

100 件あり、その分類は論文投稿が多かった。特に、2015、2016、2018 年に、キナーゼに関する

Review 論文を発表し、これらは引用も多くされている論文であった。 
また、事業活動としては数年おきに製薬企業との共同研究を開始しており、臨床試験を開始している

プログラムもある。2015、2019 年には海外製薬企業と大型の共同研究契約を締結しており、カルナバ

イオサイエンスの有するキナーゼ関連の技術が国内だけでなく海外製薬企業からも評価されているこ

とが示唆された。さらに、国内大学との共同研究契約も非常に積極的に行っているため、新規技術や
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新規分野への投資も積極的に行なっていることが示唆された。 
4. 考察 

3社の結果を比較し、Figure 5 にまとめた。 
その結果、特許出願のみならず基盤技術に関する論文発表も事業活動に影響を与えていることが示唆

された。特に、その基盤技術に関する Review 論文の発表数が多いことが外部への大きなアピールにな

ることが示唆された。但し、企業規模や研究開発に投入可能なリソース、医薬品研究のトレンドなど、

前述の外部発表以外の要因も企業の事業活動に影響を与えていると考えられる。そのため、実際に知

財戦略を立案する際には、それら他の要因も考慮に入れる必要がある。 
また、今回選定した 3 社のうち、そーせいグループの研究の中心である Heptares は英国に拠点があ

るため、日本を拠点にしているラクオリア創薬やカルナバイオサイエンスと比較して、事業活動を行

う上で他の製薬企業へのアクセスの容易さなどの要因も事業活動に影響を与えている可能性がある。 

 
Fig.5 三社分析結果比較 

 
5. まとめ 

本結果から特許出願だけではなく外部発表を積極的に実施しているベンチャー企業は、共同研究・ラ

イセンス契約などの提携数も増加するという傾向が見られた。本稿では低分子化合物を取り扱うベン

チャー企業に限定して分析を実施したが、核酸医薬やペプチド医薬など他のモダリティの場合には知

的財産戦略が異なってくる可能性があることを留意する必要がある。 
本結果を踏まえ、今回調査を行なった創薬ベンチャー企業以外にも調査範囲を広げ、外部発表が事業

活動に影響を与えているという仮説を支持する結果が得られるかということや、それらの結果を踏ま

えて創薬ベンチャー企業が外部との提携を増やすためにどのような知的財産戦略に基づいて外部発表

を実施するべきかということは、今後の研究課題とする。 
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そーせいグループ
(Heptares)

ラクオリア創薬 カルナバイオサイエス

WIPO 478 332 93
（Family） 68 74 19

傾向

・出願数は⾮常に多い
・多くの国に出願
・化合物の物質特許以外にプラット
フォームに関する特許も出願

・特許出願数は多い
・多くの国に出願
・化合物の物質特許が⼤半

・特許出願数は多くない
・出願国も限られている
・化合物の物質特許が⼤半

WoS 221 22 100
(Review) 37 0 6

傾向

・外部発表数が⾮常に多い
・創薬研究以外にも構造解析も発表
・Review論⽂の数が多い
（近年はほぼ毎年論⽂発表）
・被引⽤件数が>100件の論⽂も複数

・外部発表数は限られている
・論⽂発表よりも学会発表の
割合が多い

・外部発表数は多い
・論⽂発表の割合も多い
・近年、被引⽤件数の多い
Review論⽂を複数発表

事業活動

・創業直後から⼤⼿製薬企業と共同
研究を推進
・複数プロジェクトで臨床試験進⾏
・近年も新規提携先と共同研究契約

・創業時に引き継いだプログラムが
複数臨床試験⼊り

・ライセンス契約も同様のプログラム
と⽰唆される

・新規の共同研究契約は数年に⼀度
海外製薬企業との報告はなし

・数年おきに新規の共同研究契約を
締結
・導出プロジェクトで臨床試験⼊り
・近年では海外製薬企業とも共同
研究契約を締結
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